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外国人受入れに関する道の基本的な考え方

■我が国の在留外国人数・外国人割合の将来推計

順
位

市町村 人口
うち
外国人

人口比

1 占冠村 1,589人 581人 36.6%

2 赤井川村 1,491人 526人 35.3%

3 倶知安町17,120人3,627人 21.2%

4 留寿都村 2,018人 399人 19.8%

5 ニセコ町 5,556人1,057人 19.0%

住民基本台帳人口 北海道調べ（R6.12末）

国立社会保障・人口問題研究所「我が国の将来推計人口」に基づき北海道作成
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過疎地域では外国人の比率が大きく増加し、行政サービスの提供
はもとより、医療等の社会保障や教育など、個々の自治体のみでは
解決が困難な課題に直面

1

(千人)

■道内の在留外国人数・外国人割合の将来推計
人口が少ない観光地等
では、外国人住民の比
率が高くなる傾向

■道内の過疎地域（町村）における課題

住民における外国人比率が高まる中、以下の課題が深刻化
・外国人住民のニーズに応じた行政サービスの提供とコスト嵩
（行政情報の多言語化、日本語教育、相談対応等）
・医療等の社会保障や教育等、制度が未整備の中での現場対応
・外国人受入可の住居、保証人等の確保
・外国人コミュニティの孤立化とトラブル解消
・災害、事故等が生じた場合の対応 等

総務省「住民基本台帳に基づく人口・人口動態及び
世帯数」に基づき北海道作成

道内町村における外国人割合の推移

第１回有識者会議 道配付資料



外国人受入れに関する道の基本的な考え方

･･･育成就労

方
針

〇 日本の将来に向けて、外国人の受入れをどう考えるのか、その
中で育成就労や特定技能をどのように位置づけ、共生社会を形
作っていくのか、明確にすることが必要

〇 現状示されていない部分も含め、外国人全体の受入れの方針を
示した上で、国・地方・民間の役割分担を明確にし、共生社会の
実現に向けた施策を進めていくべき

特定技能 就労関係資格留学 永住者

2

受
入

見
込

基 本 方 針

分野別方針で
受入上限を設定

受
入

共
生

共生社会の実現に向けた施策

現状示されていない
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１ 両制度の意義・受入れ分野に関する事項
・特定技能制度及び育成就労制度の意義について

２ 受入れる外国人材に関する基本的事項
・受入れる外国人に求める要件等について
－技能水準、日本語能力水準、受入期間、家族帯
同等

３ 受入れ機関に係る施策等に関する基本的事項
・受入れ機関の義務について
・転籍について→転籍制限期間（１年～２年）は、
受入れ分野ごとに定める。

４ 制度運用に関する関係行政機関の調整に関
する基本的事項
・国（法務省・厚生労働省、分野所管省庁）、外国
人育成就労機構の責務

５ その他の重要事項
・大都市圏に人材が集中しないよう努める。

3

・特定技能、育成就労の枠組みを超えて、我が国とし
て外国人受入れのための基本的な方針を示すべではな
いか。
その上で、国・地方・民間の役割分担を明確にし

て、共生社会実現のための施策を進めていくべきでは
ないか。

［当初案］
・我が国の外国人受入れの基本的な考え方は、専門
的・技術的分野の外国人は、我が国経済社会の活力を
維持し、更に発展させていくために必要不可欠であ
り、引き続き積極的な受入れを進めていかなくてはな
らない一方で、専門的・技術的分野とは評価されない
分野の外国人の受入れについては、我が国の経済社会
と国民生活に多大な影響を及ぼすものであるから、幅
広い観点からの検討が必須であり、この検討は国民的
コンセンサスを踏まえつつ行われなければならないと
するものである。
その上で、現在、我が国が～

［成案］
・我が国の外国人受入れの基本的な考え方は、

～（略）～ 行われなければならない
とするものである。
今後、上記の対応及び検討が必要とされる中で、現

在、我が国は～

提 言 項 目特定技能制度及び育成就労制度の運用に関する基本方針
（Ｒ７.３.11閣議決定）

外国人受入れに係る認識の基本方針への反映について参 考


